
序 論

年

対内的に

代後半以降，多く

開放するという政

の途上国

策が指向

の開発過程において

，実施されてきた。

国内市場

社会主義

を対外的・

国は市場経

する法改

理を重視

こうし

成するた

革

す

た

め

を，またすでに

る方向で既存の

市場経済化また

には重要である

まな要因

占・寡占

で社会的に最適な

，情報の不完全性

済体制への移行を目指して

市場経済

法制度の

は経済自

。しかし

の法

改編

由化

，新

的基礎を有して

や再設計を行っ

に向けた改革は

古典派的な市場

資源配分

，外部経

を実 （市場現しない

済性などの存在は阻

市場経済の取引活動を支える

いた途上

てきた。

，競争的

メカニズ

国

な

ム

は市場原

市場を形

はさまざ

の失敗）。

害要因と

例えば，独

される。ま

基本的枠組みを確立

得分配は

ような事

能しても

しろ競争

社

態

，

の

（ソー会的公正

を生むおそれが

自動的に社会的

激化によって，

どの個人

として市

が切り捨てられて

場経済の発展を阻

た，たとえ市場が資源配分

シャル・ジ
（ ）ある 。

公正をも

弱い立場

ャス

市

た

にあ

ティス）の観点

場システムは，

らすわけではな

る中小企業また

いく可能

害する要

性 （ ）があり ，そう

因ともなりうる。

の効率で失敗しなくても，そ

からは容

経済効率

いからで

は消費者

認

の改

ある

・

できない

善に機
（ ）。む

労働者な

したことが社会問題

の結果実現される所

衡をはか

すること

政府は相

が不可欠

る

が

互

で

必要があり，国

要請されている

補完的であり，

あると認識した

市場システムを安定かつ

家は社会
（ ）。世銀

経済発展

上で，国

的公

の

のた

家の

正の観点から政

年世界開

めには市場経済

機能を市場の失

有効に機能させるためには，

策および

発報告

の制度的

敗への対

法

も，

基

処

律を立案

市場と

盤の構築

と公平性

効率と公正の間に均



の改善に

ために，

分けて

外部

（ ）分析している 。す

（環境保護性への対処

なわち

等），

，政府は市場の失敗

（独占禁独占の規制

に対処す

止政策等

る

），

不完全

ために社

市場経

効率性の

系が存在

情

会

済

維

す

報の

保険

体制

持に

るこ

に基づく

には平等

契約に

な個人

（消費者保護等）克服

の供給などを担うべ

では，基本的には経

重点がおかれ，民法
（ ）とが前提となる 。

な

きこ

済主

・商

経

どの

とが

体の

法な

済的

よって効率的で合理

の自由意思による合

的な取引

意はその

機能を担い，公平性

指摘されている。

自由な活動と市場メ

どを中心とする市民

には対等な当事者間

を改

カ

法

の自

善す

ニズム

的な法

由意

がなされることにな

内容において妥当性

り，法律

を有する

る

の

体

思

的

も

のと考え

市場の

市民法原

消費者法

社会的公

ら

失敗

理

や

正

れる

を

を修

労働

は，

権などを

消費者

含み，

法の存

（ ）。しかし，現実に

補完し，経済活動に

正する法的枠組みも

法などの社会法の発

所得分配上の公正の

は経

お

必

展が

みな

済主

ける

要と

求め

らず

当該国の社会的文化

在意義は，効率性の

的な価値

観点から

体間は必ずしも対

社会的公正を実現す
（ ）される 。そのため

られている。なお，

，法律学でいう正義

等で

るた

一方

こ

，

はな

めに

では

こでい

公平，

観を包含するもので

市場の失敗 を補

ある。

完すると

く，

，

，

う

人

い

う考えと

消費者は

うな取引

される。

た公正な

，

事

上

し

分

弱者

業者

の根

たが

配の

とともに

費者問題

両者の

に対処

の保護または正義・

と比べて，情報力，

本的な地位の格差が

って消費者は弱者と

観点からも消費者保

公平

交渉

さま

し

護が

の視

力の

ざま

て国

必要

格差は顕在化し，取

する形で消費者法は

引形態の

形成され

点から論じられるこ

面で格段の格差があ

な消費者問題を惹起

家による保護を必要
（ ）とされる 。消費

と

り

し

とし

社会

が多い

，この

ている
（ ），

の普

多様化によって生じ
（ ）てきた 。

た新たな

。

よ

と

ま

及

消

労働法

理を修正

である企

られるが

等が生じ

も

さ

業

，

，

市民

せて

と労

現実

そこ

法下の労働関係の問
（ ）きた 。市民法原理

働者が自由意思に基

には企業と労働者の

から低賃金，長時間

題に

に

づい

経済

労働

対処

おい

て締

的実

，失

すべく生成・発展し

ては，労働関係は平

結する契約関係であ

力の格差から取引の

業などさまざまな労

，

等な

る

実

働

市民法

当事

ととら

質的不

問題が

原

者

え

平

発



生してき

を提供す

た。それに対して

るなど，人間的な
（ ）

労働法は

生活維持

，労働者の団結を認

のための分配的正義

め，最低

の実現を

序 論

賃金の保障

目指してき

たといえ

ただし

として富

能は制限

経済発展

る

，

の

さ

の

。

アジア諸国の労

拡大に貢献する

れる傾向にある

ために，結社の

性を高め

たのであ

，労働組合活動の

る。特に労働組合

働法は先

ことが求

ことが指

自由やス

進国

めら

摘さ

トラ

とは異なり，市

れ，むしろ公平
（ ）れている 。

イキの制限をと

規制をと

規制は政

おして労働者への富

治的・治安維持的要

場の効率

さを追求

すなわち

おして生

を

す

，労

産

力点に主

る分配機

働法は

性・効率

の分配を

素が含ま

抑制してき

れており，

労働者に

済状況の

経済化の

られてい

さて，

と

変

進

る

市

って厳しい内容

化に対応するも

展によって自ず

。

場経済化または

促し，経

済や社会

済のグローバル化

の変動に対応して

となって

のであり

と労働法

経済自由

いる

，こ

の役

化の

。労働法の発展

れらの諸国にお

割も変化し，分

進展は否応なく

は既存の

法も常に

システムに必然的な

改革を迫られている

は，各国

いても民

配機能の

世界市場

の

主

強

へ

政治・経

化と市場

化が求め

の統合を

変革を迫

といえる

る（ ）。経

。途上国で

は，不公

に対処し

法の重要

ず，それ

的解決あ

正

て

性

ぞ

る

な要素が競争に

いくために出現

が高まっている

れの問題に対応

いは学説など
（ ）る 。

よってさ

した消費
（ ）。この

するため

の蓄積が

らに

者法

分

にと

重要

悪化することが

，労働法，環境

野においては法

られてきた行政

であり今後の

（あり

法など問

律の制定

的，司法

発展が期

），社

題

にと

的

待さ

会問題

指向型の

どまら

，準司法

れてい

．本

本書は

び市場シ

した法制

書

上

ス

度

の概要

記のことを念頭

テムを補完また

の基本的枠組み

に，アジ

は社会的

を明らか

アに

公正

にす

おける市場経済

を実現するため

る。そのため，

化の法的

にアジア

アジア

諸

諸

に

問題およ

国が整備

おける市



場経済化

働，消費

の問題

者など

点を法的な観点から

の法領域を扱う論文

横断的

の 部に

に究明する論文と，

分けて構成される。

国別に

国別対象

労

国

は，中国

戦後ア

法 の特

をもたら

せるため

，

ジ

質

し

に

タイ

ア諸

をも

てき

欧米

らず，各

国の競争

国の固

法とは

，インド，ベトナム

国に導入された欧米

ち，アジア固有の慣
（ ）た 。逆に，アジア

法を範として競争法

およ

型

習的

諸

制を

びイ

の近

規範

国の

導入

有要因が維持されて

異なったものとなっ

きたため

ている。

ンドネシアである。

・現代法は一面では

や伝統的経済構造に

多くが市場メカニズ

または強化してきた

資

重

ムを

に

本主

大な変

機能

もかか

，その規制の形態や

現在，法改革・司法

内容は先

改革は経

義

化

さ

わ

進

済

発展を目

史，政治

援が要請

して生活

て彼等の

的

，

さ

を

独

とし

社会

れる

営ん

自の

ればなら

国別論

ない。

文のう

た支援の重要な課題

，文化およびそれを

。また，少数ではあ

でいる マイノリテ

社会や文化が崩壊の

とな

背景

るが

ィー

危機

って

とし

，市

が

に直

ち中国とタイでは，消費者法

いるが，ドナーには

た法制度の理解の上

場経済社会からは相

存在し，市場経済の

面していることにも

受

に

対

拡

留

入国の

立った

的に独

大によ

意しな

を事例として取り上げている

歴

支

立

っ

け

。

いずれの

を保ち，

えば，中

セスの問

代行する

国

実

国

題

制

の消

効性

では

を解

度と

トナムで

非組織部

は労働

門の労

費者法も消費者と企

のある救済が行われ

懲罰的賠償金制度が

決するために，消費

消費者団体への訴権

法を事例とした。イ

働者が労働諸法の適

業と

るよ

設け

者に

の付

の力

う立

られ

代わ

与が

ンドでは

用範囲外

の格差を考慮し，実

法上の工夫が施され

，タイでは裁判手続

って消費者保護委員

導入された。また，

労働者のおおよそ

とされることが多く

質

て

き

会

イ

的に公

いる。

へのア

が訴訟

ンドと

割を占め

，ベトナ

正

例

ク

を

ベ

る

ム

でも適用

いう矛盾

者

が

が限

ある

られ，社会的弱者で

ことが示唆される。

ある

次に

ほど

各論

労働法の適用を受け

文の要旨を紹介した

ら

い

れない

。

と



．各章の紹介

序 論

第 章

る。

る動きが

できるか

の

年

顕

ぎ

本城論文は ア

代に入ってから

著となった。こ

り機能させよう

での競争

の問題を

を脅かす財閥の存

かかえている。本

ジアにお

アジア諸

れらの諸

とするが

在，政府

稿はアジ

ける

国に

国は

，市

市場経済化と競

おいて競争法制

競争を活発にし

場システムの整

の競争制限的な政策

ア カ国の競争法を

争法 に

を導入ま

て市場メ

備の不十

や行為な

検討し，

つ

た

カ

分

いて論じ

は強化す

ニズムを

さ，市場

ど各国固有

これらの要

因が競争

ものにし

外の不当

となって

り，市場

法

て

な

い

支

に影響を与え，

いると指摘する

行為および事業

ること， 事業

配的事業者の濫

てより介

第 章

入的であることを

のシャリフ論文は

規制の形

。その特

者ではな

者の競争

用行為を

態や

徴と

く行

制限

防止

内容を先進国の

しては， 事業

政による競争制

行為について財

する規制などを

挙げてい

アジア

る。

における法と政策改

競争法と

者の競争

限行為も

閥の膨張

有し，先

は

制

規

を

進

異なった

限行為以

制の対象

抑制した

国と比べ

革──理論的再考と

実務者の

中心課題

て，説明

とっても

として法

た

と

責

法

改

めの一考察 に

なっているなか

任，参加，予測

律は必要不可欠

革・司法改革が

経済発展

律・政策

における制度，法

改革プロジェクト

ついて論

，アジア

可能性，

なもので

重要な内

じる

開発

透明

あり

容と

。貧困の解消と

銀行は，良い統

性の 項目を挙

，経済発展を目

なっている。本

の役割，

の実務者

法の支配に関する理

に対して次の留意事

統治の問

治に必要

げている

的とした

稿は，ア

解を前提

項を提起

題

な

。

支

ジ

が開発の

要素とし

いずれに

援の課題

ア諸国の

として，法

する。すな

わち，

慮するこ

政策と一

て，改革

文化的，

法

と

致

の

宗

制度の分析の際

， 法改革と司

させること，

設計をすること

教的または倫理

にはその

法改革の

法制度が

， その

的価値観

歴史

効果

機

地域

およ

や政治・社会シ

を最大限に引き

能している政治

にすでに存在す

び，その地域社

ステムと

出すため

的統治機

る政治的

会に支配

の

に

構に

，

的

関係を考

は，経済

注目し

歴史的，

な伝統な



どを利用

第 章

して作

の杉浦

業を行うこと，が求

論文は 市場経済化

められる

とマイノ

とする。

リティー──慣習法的土地権の

法的位置

相対的に

をいかに

る。市場

大によっ

づ

独

法

経

て

けの

立し

律上

済に

マ

り，彼ら

化基盤は

の権利

大きく

諸相と展望 につい

て存在している自給

確保していくかにつ

おける社会的公正の

イノリティー 独自

て論

的な

いて

確保

の社

じる

マ

，い

とい

会や

の擁護が課題となっ

土地に依存しており

ている。

，市場経

。本稿は，市場経済

イノリティー 社会

くつかの国を取り上

う課題とは別に，市

文化が崩壊の危機に

マイノリティー

済の側も土地を必要

社

の

げ

場

直

会から

存在価

て検討

経済の

面して

の生活・

とするこ

は

値

す

拡

お

文

と

から土地

する。

年代

先住民土

その存在

問

マイ

に

地

を

題が

ノリ

入り

権原

認知

第 章

いて論じ

の小林

る。中

両者の争点となりや

ティー 社会の解体

，自治的土地政策を

を認めたオーストラ

していこうという動

すく

と

認め

リア

きも

，本

同化

るフ

のマ

観察

論文は 中国の社会

国は社会主義市場経

主義市場

済体制の

稿も土地政策を柱に

という大きな流れの

ィリピンの 先住民

ボ判決に代表される

される。

議

なか

権

よ

論を展

にも

利法

うに逆

経済化と消費者法の

確立を目標に掲げ，

発展 に

市場にお

開

，

や

に

つ

い

て公平・

・市場秩

同法は消

消費者の

だけでは

公

序

費

権

な

正・

の維

者を

利を

く，

進するも

いて言及

のとし

する。

公開・効率などの諸

持に関する立法の一

弱者として位置づけ

強調する内容となっ

社会経済秩序を擁護

原則

つと

，公

てい

し，

を体

して

正を

る。

社会

て実体・手続の両規

特に民事責任につい

定を包含

ては消費

現するために，市場

消費者権益保護法を

重視する社会的土壌

消費者の適法な権益

主義市場経済の健全

規

制

と

を

な

則の確

定した

相まっ

保護す

発展を

し，民事・行政・刑

者の立場を擁護する

事責任に

特別法と

立

。

て

る

促

つ

し

て，従来

賠償を規

修正であ

大し，保

第 章

の

定

る

護

の

民法

する

。ま

の対

今泉

原理に重大な修正を

が，これは民法にお

た，同法は農業を営

象とするなどの特徴

論文は タイ消費者

行っ

ける

む農

を有

法

てい

損害

民に

する

の展

る。例えば，同法は

賠償責任の補償性原

対して特別にその適

。

開と法的枠組み に

懲

則

用

つい

罰的損

に対す

範囲を

て論

害

る

拡

じ



る。

策とその

年代のタイの法改

ための法整備が大

革におい

きな課題

ては，市場メカニズ

であった。ただし，

ムを重視

市場経済

序 論

した経済政

化を推進す

るための

社会的

流れのな

に，消費

条項法が

自

公正

か

者

一

由化措置が行わ

の実現を目的

で行われた。

保護のための独

定契約条項を規

者保護法

約分野に

の改正は，消費者

おける消費者保護

れる一方

とした立

年憲法は

立機関の

制，翌

，

法

消

設置

年に

労働，環境，社

が行われ，消費

費者の権利の保

を定めた。また

は消費者保護法

保護委員

の拡充を

会の組織変更および

目的とした。消費者

会保障な

者保護の

障を明記

， 年に

が改正さ

どの

強化

する

不

れ

分野で

もこの

ととも

公正契約

た。消費

権限強化

保護法は

ならびに契

，裁判手続

きへのア

らは，被

を代行す

いずれも

第 章

ク

害

る

実

の

セス問題を解決

を受けた消費者

制度と消費者団

施面で課題を残

石田論文は 市

論じる。

理念的に

社会主義体制の下

は生産手段の所有

するため

に代わっ

（民間体

している

場経済化

に二

て消

）に

。

過程

つの特別の制度

費者保護委員

対する訴権の付

におけるベトナ

では，生

者であり

産手段は公有制とさ

，労働者は自らのた

を設けて

（行政機会

与である

ム労働法

い

関

。

る。それ

）が訴訟

ただし，

について

れたので

めに労働

，労働者は

すると同時

に国家の

者と労働

い契約関

おける労

市場の整

た

者

係

働

備

めに労働してい

との間に労働契

が発生すること

法制の第一の目

であった。制度

に不利な

は，労働

立場を保護する国

者保護と同時に開

た。ベト

約という

になった

的は，使

の枠組み

ナム

社会

。社

用者

とし

では市場経済へ

主義体制の下で

会主義から市場

と労働者が対等

ては，労働契約

家による

発促進の

労働者保護が柱とな

目的も有している。

の移行に

存在しな

経済への

に取引き

制と労働

よ

か

移

で

者

り，使用

った新し

行過程に

きる労働

の相対的

る。しか

すなわち

し，労働法

，労働生産

性，効率

制度でも

第 章

組織部門

の労働法

性

あ

の

に

改

を高め，国家建

る。

佐藤論文は イ

関連する判例を

革の議論を整理

設と工業

ンドにお

中心に

し，それ

化・

ける

につ

との

近代化に貢献す

経済自由化と労

いて論じる。本

関係で労働市場

るという

働法の諸

稿は，経

や労使関

開

問

済

係

発促進の

題──非

自由化後

の現状を



素描し，

て分析す

労働法

る。イ

の適用においてどの

ンドでは非組織部門

ような社

の割合が

会問題があるのか，

大きいにもかかわら

判例を通

ず，労働

じ

諸

法の適用

た，債務

る。労働

働者の保

法部は

範

労

問

護

囲外

働，

題に

のた

年代

て社会問

や最低賃

題に対

金，児

におかれるかまたは

児童労働，請負労働

おけるソーシャル・

めに，自ら訴訟を提

後半から公益訴訟・

事実

など

ジャ

起し

社会

上無

前近

ステ

えな

活動

して積極的に関与し

童労働といった問題

てきた。

のほかに

視されるという問題

代的な慣行がいまだ

ィスの問題，特に非

い社会的弱者層に代

訴訟と呼ばれる訴訟

が

に

組

わ

群

ある。

残って

織部門

って，

を展開

労働関連の分野では

も，労働災害などの

，債務労

法解釈に

ま

い

労

司

し

働

お

いても労

問題解決

第 章

発展に関

社会正義

働

は

の

係

と

者の

，実

ハル

する

の間

を発展さ

前者は経

せてき

済を発

利益に配慮した判決

効性において課題を

トノ スナリオ論文

法の諸相 について

のバランスをとるた

例が

残し

は

論じ

めに

少な

てい

イン

る。

，イ

た。それらは， 経済

展させるあるいは経

開発法

済のパイ

くない。しかし，司

る。

ドネシア社会的市場

市場の力と最終的な

ンドネシアでは 種

法

シ

目

類

部によ

ステム

標であ

の経済

および 社会経済

を拡大する方法に焦

法 であ

点を当て

る

の

る

法

る。

，

後者は人

る。イン

た経済的

大するこ

点を当て

権

ド

な

と

た

の概

ネシ

恩恵

に集

法律

た。しか

済的弱者

し，よ

や貧困

念に基づいた富の平

アでは 年から

を公正かつ平等に分

中してきた。その結

より，経済発展に関

等な

年間

配す

果，

する

分配

，法

るこ

国民

法律

り優れた民主的な社

層の要望に注意をは

会を実現

らう必要

と社会正義にかかわ

的発展はほとんど無

とよりも，経済のパ

の社会正義を実現す

のほうがより多く制

る

視

イ

る

定

もので

され，

自体を

人権に

されて

するためには，社会

がある。

における

あ

ま

拡

焦

き

経
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